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1 　は じ め に
　地球温暖化は，先進国と途上国の経済格差を拡大する．日本や米国，カナダ，ヨーロッパ，ロ
シアなどの先進国では，気温の上昇幅が小さければ悪影響というよりも，冬季の場合には暖房費
用の軽減などで好影響の可能性がある．また夏季の場合には冷房費用を高くする悪影響に対処す
るだけの技術力も資金力もある．しかし，少しの気温の上昇で多くの途上国が経済的純損失を被
り，温暖化が進行すればするほど損害も大きくなる．ところが，途上国にはその悪影響に備える
だけの力はない．その結果，地球温暖化の利益を受ける人がいても，地球全体では被害を被る人
の方が多くなる（全国地球温暖化防止センター）．
　地球温暖化の原因は，温暖化ガスに求められるが，様々なガスのなかで二酸化炭素はもっとも
温暖化への影響度が大きいガスである．産業革命以降，化石燃料の使用が増え，その結果，大気
中の二酸化炭素の濃度も増加している．すなわち地球温暖化は経済活動量の増加関数であり，地
球温暖化問題は，フローの経済活動水準とストックとしての地球環境とに関連する問題である（柳
瀬（2₀₀₈））．
　経済成長と環境や希少資源との間は二項対立の関係にある，という認識が1₉₇₀年代では一般的
であった．1₉₇2年 6 月には，世界で初めて環境問題を統括的に扱う国連人間環境会議（通称ストッ
クホルム会議）が開催された．ローマ・クラブの『成長の限界』に代表される考え方である．すな
わち，人口増加や環境汚染などの現在の傾向が続けば，1₀₀年以内に地球上の成長は限界に達する，
と警鐘を鳴らしている．環境問題が地球環境問題として浮上したのは，1₉₈₀年代である．
　他方，新古典派経済学では，経済成長と環境との組み合わせの限界を示す可能性フロンティア
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は，外部不経済の内部化や不断の技術革新を通じて拡大し，二項対立を克服すると考えた．経済
成長と環境という政策目的の最適選択は，標準の静学的な条件付き最大化問題として解かれる．
　資源の希少性については，その絶対性に着目したマルサス的見解と相対性に着目したリカード
的見解が相対立して古典派経済学の時代から存在していた（宇沢（1₉₉1），矢部（1₉₉3））．
　本稿では，環境問題をミクロ経済学の視点から外部性論にしたがった政策基準，すなわち効率
性基準に基づいた最適経済モデルに対して環境問題を経済成長と開発の問題，言葉を変えて言え
ば貧困の経済開発モデルの枠組みにおいて，環境政策の分配問題を考えたい1）．議論は決して新し
いものではなく，むしろ教科書的な性質をもっている．実際の公共政策の観点からは制限的であ
る．
2　コモンズ――新古典派と制度学派
　成長の限界，持続性の概念に関連する議論は2₀₀₀年代初頭に盛んに展開され，公共政策論にお
ける総合化，すなわち「福祉・環境・経済」を統合する視点が要請された（広井（2₀₀₇））．そのな
かでコモンズ論争は重要な役割を果たした2）．伝統的なコモンズは，灌漑用水，漁場，森林，牧草
地，焼き畑耕作地，野生地，河川，海浜など多様である．さらに，地球環境，特に大気，海洋も
コモンズの例として挙げられる．このコモンズに関して，1₉6₈年，マルサス主義的な観点から人
口問題を考える生物学者の Hardine（1₉6₈）が，「コモンズの悲劇」（The Tragedy of the 
Commons）と題する一文を寄稿した3）．「共有地の悲劇」は環境問題を論ずる際によく引用される
論文である．
　この議論は，1₈33年，数学者 William Forster Lloyd の書いた文章，Two Lectures on the 
Checks to Population にさかのぼる．今日では，心理学者，経済学者，環境保護論者が同じ基本
原理を表現するときに「コモンズの悲劇」という言葉を使用する．Lloyd によれば，中世イングラ
ンドでは，教区に共有地があり，教区民は共有権をもち，決まった数の牛や羊をそこで放牧して
よいということになっていた．家畜数を少なくおさえておけば，牧草の生育も間に合い牧草の状
態は維持される．すなわち共有地の持続可能性が担保される．すべての農夫たちが規則にした
1）　Pearce （2₀₀3）．
2）　高橋（2₀₀4）は多様化する持続性の概念の分類を試みている．他方，持続可能な開発目標の包摂性の
検証が要請されている（Institute for Global Environmental Strategies）（ジョイータ・グプタ他
（2₀15））．
3）　Thomas Robert Malthus は環境主義者ではなかったけれども，ローマ・クラブの報告書『成長の限界』
に示された「成長の限界」という考え方は，マルサス的な関心事と見なされ，女性の地位の向上とより
小さな家族志向の強まりに支えられて，世界中に家族計画をひろめ，それを奨励することに役立った
（Palmer （2₀₀1））．
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がっている間は，共有地制度に問題は起こらない．しかしながら，一部の農夫が自分の経済状態
をよくしたいという利己的な欲望に支配されると，短期的には，自分の家畜の放牧数を増やすと
いう戦略を自分だけでなく他の農夫もとれば，すべての家畜にいきわたる牧草の量は減少する．
家畜の栄養状態（被説明変数）と牧草の量（説明変数）との間の関係は減少関数で示される．この
ストーリーの結末は，共有地の牧草の枯渇と家畜の死亡である．
　すべての人びとが利用する権利，共有権の結果としてコモンズは必然的に過密となり，牧草は
枯渇し，結局消滅してしまう．この共有地と経済行動に関しては，1₈世紀に，David Hume によっ
て問われ，この分析は「コモンズの悲劇」として知られていた．Hardin は，Lloyd の命題を現代
的に書き直し，牧草地のキャパシティに限りがあるとき，一人ひとりにとって経済的に合理的な
行動も，全体として見たときには，不合理な結果を生み出してしまう，と主張したのである．
　個人の経済合理性は，社会全体の経済合理性に結びつかない．「悪魔の見える手」によって人び
とは導かれる．
　以後「コモンズの悲劇」をめぐって，文化人類学者，エコロジスト経済学者たちの間でひとつ
の大きな論争が展開されることになった．
　コモンズ論争には二つの大きな流れがある．一つは，希少資源の効率的配分を最重要基準とす
る新古典派の発想である，他の一つは，所得・資産，権利の分配を含む再分配について強い倫理
的価値を要求する制度学派の考え方である4）．他の一つは，もっぱら効率的な資源配分の観点，倫
理的には弱い価値判断である資源配分の効率性の基準にとどまる．
　新古典派は，「コモンズの悲劇」が起こるのは，希少資源の私有制が欠如しているからであると
し，コモンズを分割して私有化し，費用と便益をともに内部化し，市場メカニズムを貫徹させる
ときにはじめて，私的合理性と社会的合理性とが矛盾なく統合されうる，という主張を展開する．
　新古典派のコモンズ概念には明示されていないが，次の三つのことが想定されている．すなわ
ち第一は，コモンズは誰でも自由に利用することができる，というオープン・アクセスの想定で
ある．第二の想定は，コモンズを利用を利用しようとする人びとは，完全に利己的な動機にもと
づいて行動し，常に個別的な便益の最大を求め，社会的な行動規範あるいはコミュニティのルー
ルには制約されない，というものである．第三には，コモンズの希少資源は必ず過剰に利用され，
枯渇させてしまう，という想定である．
　しかし，特定の社会的制約の下では，歴史的に規程された複雑な内容をもつ制度，すなわち，
ある特定の人びとの集団あるいはコミュニティにとってその生活上あるいは生存のために重要な
役割を果たす希少資源そのものか，あるいはそのような希少資源を生み出すような特定の場所を
限定して，その利用に関して特定のルールを決めるような制度としてコモンズを考えなければな
4）　制度派の環境経済学者 Richard T. Ely は得意な存在である（野田（2₀13））．
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らない．特に，留意しなければならないのは，コモンズを特徴づける重要な性質として，コモン
ズを構成する人びとの集団ないしコミュニティからフェデューシアリの形で，コモンズの管理が
信託されている，という点にある．
　制度学派の文脈では，コモンズそれ自体が制度であり，コモンズ形成の歴史的背景を重視する．
他方で，公共選択派は，新古典派の影響下にあるとはいえ，民主主義という意思決定の環境の下
で，希少資源の利用に関するルール制定の可能性を問い，立憲的な側面から分析を展開する
（Buchanan（1₉₉1））．民主主義は分配を決定する意思決定の方法であり，政治的決定が分配状態を
確定するのが現実である．それはまた，「持続可能な経済発展」というすぐれて現代的な課題を考
える際に，依然として中心的な役割を果たしている5）．持続可能な経済発展は，特に分配問題とし
て展開されることになる．エコロジー経済学の開拓者 Daly（1₉₉6）は，経済発展は質的拡大であ
り，人口と物理的な資本ストックがゼロであっても技術と倫理だけは継続的に改善していくよう
な状態，すなわち「定常状態論」を源流にしている．経済成長（量的な拡大）は分配問題を後退さ
せるが，定常状態では分配問題が注目される．
3　コモンズの悲劇と環境問題
　環境は，多くの場合，私的に所有されているわけではない．例えば，大気や水は私的所有には
馴染みにくい．環境は，コモンズであることが多い．ここに環境問題を発生させる一つの原因が
ある．コモンズは，その使用にあたって，誰がそれを維持管理し再生保存する費用を負担するの
かが曖昧である．したがって，そこには常に負担せずに資源を使用して収益だけを受け取ろうと
する．この場合，コスト意識なしに資源を使用するのであるから，どうしても資源を過剰に使用
し，やがては枯渇させてしまう傾向は避けがたい6）．
　漁業資源を例に考えてみよう．漁業資源は，さしあたり私有財産ではない．漁業者は，操業の
費用を勘案しつつ，自らの利益を最大化すべく魚を捕獲する．このとき，個々の漁業者は，漁業
資源それ自体の再生産にかかる費用を考慮していない．なぜなら，漁業資源それ自体は，自らの
管理すべき財産ではないからである．それ故，魚乱獲をによる漁業資源の枯渇をもたらす．漁業
者は自らの利益を最大化すべく行動したのである．しかし，コモンズの限界再生産費用はゼロで
ある．結果として，資源の枯渇をまねき，自らの利益を損なってしまう．
　環境は，多くの場合，コモンズであるので，環境問題をコモンズ問題として理解することには
5）　1₉₉2年 6 月にブラジルのリオデジャネイロで開かれた国連環境開発会議（UNCED）は、環境分野に
おける記念碑的な国際会議であった．その年の「松阪大学開学1₀周年記念シンポジウム」における宇沢
弘文博士の言及に代表される（中村他（1₉₉3））．
6）　「フリーライダー問題」や「社会的ジレンマ」である．
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意義がある．環境利用者が，環境再生産の費用を意識していないために環境資源が過剰に利用さ
れ，ひいては破壊，枯渇させてしまう問題として環境問題を捉えるのである．しかしながら，上
述のストーリーが必然的に現実に展開されるかどうかは，自明ではない．漁場の維持には，歴史
的にカタラクティックス（catallactics）―人びとの相互作用がつくりだす自生的秩序―が存在
してきたし，存在する．
　環境というコモンズの破壊や枯渇に対する処方箋は，持続可能な開発のための資源利用のあり
方を問う環境資源論アプローチにおいては，環境利用者に環境資源コストを負担させることにつ
きる₇）．そのための一つの工夫は，環境開発税である．この考え方は，費用と便益の計算を同一の
個別行為主体に帰する，という意味で，新古典派の市場メカニズム万能主義への回帰である．
　それは，経済の制度的構造から注意をそらせる一方で，希少性，選択および価値の極大化に不
適切に関心を集中させ，結果として代替的構造での基本的な区別を不可能にする．言い換えれば，
Robbins（1₉32）によって定義された経済問題，すなわち，代替的目的間での希少資源の配分にの
み関心を払うことが，1₉4₀年代から5₀年代にかけて支配的であったし，その後においては，数学
の問題であった．
　2₀₀₉年に女性として初めてノーベル経済学賞を受賞した Elinor Ostorom は，共有資源
（common-pool resources）の自主管理の研究から出発して，理論および実証の両面から，いかに人
間は利害の対立を克服して協力を実現できるか，また，人間は，第三者の強制なしに，いかに協
力を実現するルールを自らが構築できるかを探求した．それは，Adam Smith が目指した「幸福
で豊かな社会」の構築を目的とする経済学の発展に大きく貢献するものであり，資源配分におい
てコミュニティの果たす役割の研究は特筆に値する．彼女は，実証研究および理論研究を通して，
共有資源の保全管理のために有効な方法は，国家や市場だけではなく，第三の方法として，共有
資源に利害関係をもつ当事者が自主的に適切なルールを取り決めて保全管理をするというセルフ・
ガバナンス（自主統治）の可能性を示した₈）．
　コモンズについて研究を進めた彼女は，モデルを重んじる資源経済学者らに対し，ゲーム理論
を用いて，自主的な管理が有効な方法の一つであることを示した．また，この過程のなかで彼女
は，コモンズの悲劇など，過度に抽象化されたモデルにより政策を決定することの危険性も指摘
した（田口（2₀14））．確かに「コモンズの悲劇」は「囚人のジレンマ」ゲームであり，その特徴
は，非協力ゲームの Nash 均衡解である．非協力ゲームの本質は，自分の利得は自分の行動だけ
₇）　環境資源論アプローチの特徴は，分析に時間軸がモデルに組み込まれており，環境問題を再生不可能
な資源（石油など）あるいは再生可能な資源（森林資源，水資源など）と捉えて分析し，資源を合理的
に利用するための方法（森林伐採の方法など）を検討している点にある．分析対象は森林管理問題，石
油資源問題，持続可能性の問題などである．
₈）　Ostrom（1₉₉₀）および Ostrom, Gardner and Walker （1₉₉4）．
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では決まらないところにある．Nash 均衡は，自分だけ行動を変えても自分の利得は増加しないと
ころにある．
　図 1 は，単純な二人モデルで（協力，協力）＝（1₀，1₀）ではなく（裏切り，裏切り）（ ₀ ，₀ ）とな
ることが描かれている．
　しかし，協力ゲームモデルでは，提携行動が利得の分配の分析の基礎をなす．プレイヤーの集
合 N ＝1, 2…, n の部分集合 S を提携（coalition）と呼び，提携値 v（S）（提携 S が独力で獲得可能
な利得）について安定集合（von Neumann-Morgenstern solution）に解を求める．どの提携をとっ
てみても，その提携のメンバーの受けとる利得の和がその提携の提携値をこえているような利得
分配の集合をコアといい，市場の取引の結果はコアに属することが知られている．集合行為の解
として持続的な解を求めることになれ可能性は，論理よりも実践のなかに発見することが多い．
　制度学派や公共選択派といった異端といわれる経済学が，依然として Adam Smith の世界に関
連をもちつつ，極大化の論理から契約の論理への転換を要請していることに改めて気づかなけれ
ばならないであろう．そして，コモンズの悲劇，すなわち環境問題は，人間行動の規範的・倫理
的側面と密接に関連している，ということが現代社会の特徴であり，福祉と経済との総合化へと
展開していくことになる．
出所：筆者作成
図 1　コモンズの悲劇と囚人のジレンマゲーム
経済主体２の利得
（協力，裏切り）
（－１，11）
（協力，協力）
（10，10）
（裏切り，裏切り）
（０，０）
経済主体１の利得
（11，－１）
（裏切り，協力）
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4 　環境政策実施の制約
　環境政策を実施するときに考慮される制約には二つある．一方は政治的制約であり，他方は技
術的制約である．政治的制約は人びとの分配状態に影響を及ぼす．政治的制約を具体的に示すの
は意思決定の制度と方法である．技術的制約は新古典派経済学の条件付最大化問題に馴染みの静
学的制約である．
　二つの制約に関する概念は，図 2 に示される．横軸に環境，縦軸に経済成長の政策あるいは政
策から得られる便益をそれぞれ測る．直線 a と b は政治的制約を表す．直線 a は経済成長志向の，
直線 b は環境志向の経路を示す．便益の分配は，直線 a あるいは直線 b によって決まる点 P ある
いは点 Q で示される．点 P あるいは点 Q は民主主義制度と密接に関係しており，このことは社会
的厚生関数の神学的性質に対して非常に現実的な制約である．
　静学的な技術的制約は，フロンティア F₀（Z1, Z2）＝ ₀ 上のゼロサム的・ゲームとして理解される．
相対的な開発・成長志向の a との組み合わせである点 P と環境志向の b との組み合わせである点
a は，明らかにトレード・オフの関係にある．厚生経済学的には P の状態も点 Q の状態も，効率
性の基準は満たしている．
　出所：筆者作成
図 2　環境政策実施の制約
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　フロンティアは持続可能である．そのためには技術と倫理が基礎となり，持続可能性，十分性，
公平，効率性が担保される．しかし，成長は持続不可能になってしまった．十分性をはるかに上
回る生活をしている人びとがいる一方で，それをはるかに下回る人びとがいるのが，現実である．
すべての人びとの基本的なニーズを満たすこともないのに，自然の生命維持システムを破壊する
ようなペースで資源を利用するいかなるシステムも効率的ではない（Daly（1₉₉6））．
5 　最適化問題と分配問題
　最適化問題は，経済問題を解決するための基準を提供する費用便益分析に基づいて説明される
ことが，一般的である．地球温暖化対策の費用便益分析を行った Fankhauser（1₉₉5）は，温暖化
防止の便益（WTP）を推計するとき，国の所得水準によって異なった確率的生命の価値を用い，
より高度の安全に対する WTP が高所得国において高く，したがって温暖化対策に要する費用の方
も高く，反対に，低所得国では環境対策の便益も費用も低くなる，ということを示した．岡
（1₉₉₉）は，効率性概念を基礎に置く費用便益分析の倫理的基礎に関する議論において，低所得国
の生活水準を引き上げることが，現在の人類史的課題であると考えれば，温暖化対策の費用負担
能力の高い先進国の選択に依存する，と指摘する．
　図 2 では，同水準の環境で所得の増加を実現することの可能性が示されている．フロンティア
F₀（Z1, Z2）＝ ₀ は，技術と倫理によってフロンティア F1（Z1, Z2）＝ ₀ に拡張される．すなわち，環境
志向型政策によって変化前に得られる点 Q の状態から変化後に得られる点 R の状態は，環境志向
型の b よりも成長志向型の c によって選好，実現される．いわゆる南に属する国々が，環境リス
クよりも開発・成長志向をフロンティア F₀（Z1, Z2）＝ ₀ によって評価するよりもフロンティア F1
（Z1, Z2）＝ ₀ で評価されるならば，環境志向的な先進国の利益も担保されるであろう，ということ
がわかる．見方を変えれば，成長と分配という側面では開発・成長志向と環境志向との妥協と見
なすこともできる．
　フロンティア F₀（Z1, Z2）＝ ₀ のとき，点 S で示される状態は，開発・成長志向から見れば，点
Q に比べてパレート劣位にある．また，環境志向から見れば，点 S に比べてパレート劣位である．
点 Q で示される状態を先進国と途上国の対立はフロンティア F₀（Z1, Z2）＝ ₀ で Nash 的均衡と見な
すことが可能である．
　環境政策の効果は，環境上の正義（environmental justice: EJ）によって評価される．EJ は，人
びとを人種，所得，教育水準，環境法や直接規制の制度，環境政策実施の有無などに関わりなく
公正に等しく扱うことで規定される．環境政策の概念上のフレームワークにおいて，EJ 仮説では
いくつかのパターンが想定されている．（ 1 ）環境破壊に対するリスクと実質一人当たり所得の関
係が逆進的である．所得が高いほど環境破壊から被る被害を少なくすることができる．（ 2 ）一人
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当たり所得と無関係に環境破壊から被るリスクは一定である．（ 3 ）環境政策は低所得層にバイア
スがかかっているが，所得の増加とともに環境リスクも増加し，環境リスクが一定のレベルに到
達すると所得の増加とともに環境リスクも下がる．
　温暖化対策における温室効果ガスの排出削減問題は，先進国側による主張，すなわち「途上国
が温室効果ガス排出削減しないのは不公平」「そもそも途上国の排出削減がなければ野心的な目標
の意達成は不可能」である，という主張と，途上国側の主張，すなわち，「一人当たりの温室効果
ガス排出量や歴史的な排出責任を考慮すれば，先進国と途上国の責任の違いは大きく，責任は先
進国の側にある」，したがって「先進国こそ途上国に押し付けていて不公平である」という主張の
対立で表現されるのが，一般的である．
　フランス・パリ時間2₀15年12月12日に，2₀2₀年以降の温暖化対策の国際枠組み『パリ協定』（国
連気候変動枠組条約第21回締約国会議：COP21）が正式に採択された₉）．パリ協定は，ここまでの報
告では「パリ合意」と称されていたが，京都議定書（COP 3 ）と同じく，法的拘束力のもつ強い協
定として合意された．中心となった論点は，公平で野心的な温暖化対策数値目標の設定・評価に
関する今後の展開であった．合意されたパリ協定の内容は，全体目標として掲げられている「世
界の平均気温上昇を 2 度未満に抑える（1.5度に抑えることが，リスク削減に大きく貢献することにも
言及）」に向けて，世界全体で今世紀後半には，人間活動による温室効果ガス排出量を実質的にゼ
ロにしていく方向が打ち出された．そのために，すべての国が，排出量削減目標を作り，提出す
ることが義務づけられ，その達成のための国内対策をとっていくことも義務づけられた．
　公平の観点からは，支援を必要とする国へ，先進国が先導しつつ，途上国も（他の途上国へ）自
主的に資金を提供していくこと，気候変動（温暖化）によって，影響を受け，損失や被害を受けて
しまう国々への支援をするための新しい仕組みも盛り込まれた．しかしながら，数値目標は努力
目標であり，政策効果の分配，負担の分配が，途上国の志向する開発・成長戦略との整合性はな
お未解決である，と考えられる．温暖化対策に適用される費用便益分析の分配的側面での事実の
検証がなお残されている．
6　結びに代えて
　「数理経済学ならともかく，環境経済学という政策科学の分野で，そのうち役に立つものが現れ
るかもしれないと言いながら理論の遊びを続けることを世の中はいつまでも許してはくれないで
あろう．役に立つ学であろうとするならば，分析の対象から出発することが必要である．」と岡
（1₉₉₉）は，はしがきのなかで環境経済学の展開が分析の対象から乖離し，分析の手法のみが自己
₉）　2₀15年パリ合意に関して，特に公平性に関する明日香（2₀15）の研究を参照した．
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膨張している現状に警告を発している．
　環境問題は開発問題であり，そして貧困あるいは所得格差の問題であった．もちろん持続的な
発展は，環境問題に限定されるわけではない．持続的発展の再分配政策は環境税との関連におい
て実証的に検証しなければならないが（Kohler （2₀15）），本稿では環境問題の規範的な側面である
分配について，制限的であるが，展望した．議論は決して新しいものではなく，教科書的な性質
をもっている．もちろん，環境問題，地球環境問題は生物学，生態学，気象学，地球物理学など
の自然科学の知見を必要とする．環境政策の評価には尺度が要る．尺度は多元的である．最終的
には政治的決定，すなわち民主主義の原理にしたがった決定に委ねられる．その内容は，分配の
決定である．「不公平」という言葉が何を意味しているのか，非常にアンビバレントな意味を含ん
でいる．しかしながら，政治的決定が混乱しないために評価軸の複雑性を軽減する努力が続けら
れることになろう．
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